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 予算総則 

第１条 日本放送協会（以下「協会」という｡ ）の平成 18 年度収支    

予算の収入及び支出を別表第１収支予算書のとおり定める。 

第２条 放送の受信についての契約を締結した者から徴収する受信料

の額は、別表第２に定める契約種別及び支払区分に応じ、別表第３

に掲げるとおりとする。ただし、沖縄県の区域において徴収する受

信料の額は、特別契約を除き、特例措置として、別表第４に掲げる

とおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業所等で衛星カラー契約、衛星普通

契約又は特別契約を合わせて 10 件以上契約した者が、一括して口座

振替又は継続振込により支払う場合は、前項に定める受信料の額か

ら別表第５に掲げる額を減ずることとする。ただし、第３項又は第

４項の規定による場合を除く。 

３ 第１項の規定にかかわらず、協会が定める要件を備えた団体の構

成員で衛星カラー契約、衛星普通契約又は特別契約を締結した者が

15 名以上まとまり、団体としてその代表者を通じ、一括して口座振

替又は継続振込により支払う場合は、第１項に定める訪問集金によ

る受信料の額から別表第６に掲げる額を減ずることとする。ただし、

次項の規定を重ねて適用し、対象となる契約を締結した者が代表者

を通じて支払う場合は、第１項に定める訪問集金による受信料の額
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から別表第６に掲げる額を減じ、さらに別表第７又は別表第８に定

める額を減ずることとする。 

４  第１項の規定にかかわらず、協会が定める要件を備えた学生又は

単身赴任者でその通学又は通勤のための住居での放送の受信につい

ての契約を締結した者（以下、この項において「対象契約者」とい

う。）が、その受信料を口座振替、継続振込又はクレジットカード継

続払（以下、「口座振替等」という。）により支払う場合、その受信

料は、対象契約者又はその生計をともにする者が別の住居での放送

の受信についての契約を締結し、口座振替等により支払うものであ

る限り、別表第３に掲げる口座振替等による受信料の額から別表第

７に掲げる額を減ずることとする。ただし、沖縄県の区域に居住す

る対象契約者が、対象の受信契約について支払う場合は、特別契約

を除き、別表第４に掲げる口座振替等による受信料の額から別表第

８に掲げる額を減ずることとする。 

第３条 本予算は、この予算の各項に定めた目的以外にこれを使用す

ることができない。 

第４条 本予算の各項に定めた経費の金額は、予算の執行上やむを得

ない場合に限り、経営委員会の議決を経て、各項間において、相互

に流用することができる。ただし、給与については、退職手当・厚

生費と相互に流用する場合を除いては、他の項と相互に流用するこ
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とができない。 

２ 前項ただし書の規定にかかわらず、経済情勢の予見できない変動

に伴い、本予算における給与の額が民間賃金及び国等の給与の額に

比して、著しく均衡を欠くこととなった場合に限り、事業計画の実

施を妨げない範囲において給与の改定を行うときは、経営委員会の

議決を経て、他の項と相互に流用することができる。 

第５条 本予算中、資本支出において年度内に支出を終わらないとき

は、同一計画事項の支出に充てるため、予算の残額を翌年度に繰り

越すことができる。 

２ 前年度予算総則第５条による繰越額は、本年度において、同一計

画事項に限り使用することができる。 

第６条 予備費は、予見しがたい予算の不足に充てる以外にこれを使

用することができない。 

２ 予備費を使用する場合は、経営委員会の議決を経なければならな

い。 

第７条 事業量の増加等により、収入が予算額に比し増加するとき  

は、その増加額は、経営委員会の議決を経て、その一部又は全部を

事業のため直接必要とする経費の支出若しくは特別支出、又は長期

借入金の返還若しくは設備の新設、改善に充てることができる。 

第８条 事業支出における減価償却費が予算額に比し減少することに
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より、事業収支差金が予算額に比し増加するときは、その増加額は、

経営委員会の議決を経て、その一部又は全部を本予算において予定

する設備の新設、改善に充てることができる。 

第９条 事業収入が予算額に比し減少することにより、事業収支差金

が予算額に比し減少するときは、経営委員会の議決を経て、前期繰

越金を事業収支差金の不足の補てんに充てることができる。 

第10条 前年度の決算において、後期繰越金が前年度予算で予定した

額に比し増加したときは、その増加額は、経営委員会の議決を経  

て、その一部又は全部を長期借入金の返還又は設備の新設、改善に

充てることができる。 

第11条 国際放送及び選挙放送の実施に対する交付金が予算額に比し

増加するときは、その増加額は、それぞれ国際放送及び選挙放送に

関係ある経費の支出に充てることができる。 

第12条 アナログ周波数変更対策の実施に対する給付金が予算額に

比し増加するときは、その増加額は、アナログ周波数変更対策に関

係ある特別支出に充てることとする。 

第13条 業務に関係ある調査研究等に対し、交付金、補助金等の収入

があるときは、その金額は、調査研究等に関係ある経費の支出に充

てることができる。 
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附    則 

１  第２条第１項別表第２に定める支払区分のうちクレジットカー

ド継続払は平成 18 年６月１日以降の受信料の支払において適用す

る。 

２  第２条第４項の規定は平成 18 年 12 月１日から適用する。 
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別表第１ 

平成 18 年度収支予算書 

（一 般 勘 定      ） 

  （事 業 収 支      ） 

（単位  千円） 

款 項 金          額 

事 業 収 入  621,791,575

 受 信 料 594,029,063

 交 付 金 収 入 2,271,824

 副 次 収 入 10,000,000

 財 務 収 入 5,450,688

 雑 収 入 500,000

 特 別 収 入 9,540,000

事 業 支 出  621,791,575

 国 内 放 送 費 254,932,619

 国 際 放 送 費 7,171,288

 契 約 収 納 費 59,727,460

 受 信 対 策 費 1,922,582

 広 報 費 3,424,431

 調 査 研 究 費 7,211,942

 給 与 134,199,901

 退 職 手 当 ・ 厚 生 費 52,076,272

 共 通 管 理 費 11,809,765

 減 価 償 却 費 68,205,000

 財 務 費 14,656,315

 特 別 支 出 3,454,000

 予 備 費 3,000,000

事 業 収 支 差 金  0
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  （資 本 収 支      ） 

（単位  千円） 

款 項 金          額 

資 本 収 入  75,769,000

 前 期 繰 越 金 受 入 れ 4,975,000

 減 価 償 却 資 金 受 入 れ 68,205,000

 資 産 受 入 れ 2,589,000

資 本 支 出  75,769,000

 建 設 費 69,800,000

 
放送債券償還積立資産繰

入れ 
2,600,000

 長 期 借 入 金 返 還 金 3,369,000

資 本 収 支 差 金  0

 

事業収支において、事業収入から特別収入を除いた経常収入

は、6,122 億 5,157 万 5 千円、事業支出から特別支出を除いた

経常支出は、6,183 億 3,757 万 5 千円であり、経常収支差金は、

△60 億 8,600 万円である。 
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（受託業務等勘定） 

  （事 業 収 支      ） 

（単位  千円） 

款 項 金          額 

事 業 収 入  954,000

 受 託 業 務 等 収 入 954,000

事 業 支 出  816,000

 受 託 業 務 等 費 772,000

 財 務 費 44,000

事 業 収 支 差 金  138,000

 
事業収支差金1億 3,800万円と受託業務等費の間接経費7億 3,500

万円を合わせた 8億 7,300 万円を一般勘定の副次収入に繰り入れる。 
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別表第２    契約種別・支払区分           
 

契約種別  
 

カ ラ ー 契 約           
 衛星系によるテレビジョン放送の受信を除き、地上系によるテレ                                

 ビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約 

普 通 契 約           
 衛星系によるテレビジョン放送の受信及び地上系によるテレビ                                

 ジョン放送のカラー受信を除く放送受信契約 

衛 星 カ ラ ー 契 約           
 衛星系及び地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を含む放                                

 送受信契約 

衛 星 普 通 契 約           
 衛星系及び地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を除き、                                

 衛星系によるテレビジョン放送の白黒受信を含む放送受信契約                               

特 別 契 約           

 地上系によるテレビジョン放送の自然の地形による難視聴地域又                                

 は列車、電車その他営業用の移動体において、地上系によるテレ                                

 ビジョン放送の受信を除き、衛星系によるテレビジョン放送の受                                

 信を含む放送受信契約 

 
 

支払区分      
 

口 座 振 替 等            口座振替、継続振込又はクレジットカード継続払による支払                                

 口 座 振 替          
 協会の指定する金融機関に設定する預金口座、通常郵便貯金等か                                

 ら、協会の指定日に自動振替によって行う支払 

 継 続 振 込          
 協会の指定する金融機関、郵便局等において、協会の指定する支                                

 払期日までに継続して払込むことによって行う支払 

 クレジットカード継続払  
 協会の指定するクレジットカード会社との契約に基づき、クレジット 

 カード会社に継続して立て替えさせることによって行う支払 

訪 問 集 金            協会の集金取扱者への支払など口座振替等以外の方法による支払                                
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別表第３   受信料額     
 
 

契 約 種 別        支 払 区 分       月  額 ６か月前払額 12 か月前払額 

口 座 振 替 等           1,345 円     7,650 円    14,910 円 

カ ラ ー 契 約         

 訪 問 集 金           1,395 円     7,950 円    15,490 円 

口 座 振 替 等            855 円     4,890 円     9,550 円 

普 通 契 約         

 訪 問 集 金            905 円     5,190 円    10,130 円 

口 座 振 替 等           2,290 円    13,090 円    25,520 円 

衛 星 カ ラ ー 契 約         

 訪 問 集 金           2,340 円    13,390 円    26,100 円 

口 座 振 替 等           1,800 円    10,330 円    20,160 円 

衛 星 普 通 契 約         

 訪 問 集 金           1,850 円    10,630 円    20,740 円 

口 座 振 替 等           1,005 円     5,730 円    11,180 円 

特 別 契 約         

 訪 問 集 金           1,055 円     6,030 円    11,760 円 
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別表第４   受信料額（沖縄県）         
 
 

契 約 種 別        支 払 区 分       月  額 ６か月前払額 12 か月前払額 

口 座 振 替 等           1,190 円     6,810 円    13,280 円 

カ ラ ー 契 約         

 訪 問 集 金           1,240 円     7,110 円    13,860 円 

口 座 振 替 等            700 円     4,050 円     7,920 円 

普 通 契 約         

 訪 問 集 金            750 円     4,350 円      8,500 円 

口 座 振 替 等           2,135 円    12,250 円    23,890 円 

衛 星 カ ラ ー 契 約         

 訪 問 集 金           2,185 円    12,550 円    24,470 円 

口 座 振 替 等           1,645 円     9,490 円    18,530 円 

衛 星 普 通 契 約         

 訪 問 集 金           1,695 円     9,790 円    19,110 円 
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別表第５   多数契約一括支払における割引額             
 
 

契 約 種 別 ご と の 全 契 約 を 対 象 に                     

１ 件 あ た り 減 ず る 月 額                     
契 約 種 別 ご と の 契 約 件 数               

衛 星 カ ラ ー 契 約          
衛 星 普 通 契 約          

特 別 契 約          

   50 件未満        200 円 

   50 件以上 100 件未満        230 円 

   100 件以上        300 円 

       90 円 

 
 ただし、衛星カラー契約の契約件数が 97 件、98 件又は 99 件

である場合は、100 件として受信料の額を算定する。 

 

別表第６    団体一括支払における割引額             

 

契 約 種 別         割 引 額              

 
 衛 星 カ ラ ー 契 約   
 衛 星 普 通 契 約  

 特 別 契 約  

 すべての契約件数を対象に、 
   契約件数１件あたり                 月額 250 円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－15－ 

別表第７  同一生計支払（家族割引〔学生〕〔単身赴任〕）における割引額     
 
 

契 約 種 別         割 引 額 ( 月 額 )              

 
 
 
カ ラ ー 契 約 

 
 
 

445 円 

 普 通 契 約  285 円 

 衛 星 カ ラ ー 契 約  760 円 

 衛 星 普 通 契 約  595 円 

 特 別 契 約  335 円 

 
 
 
別表第８  同一生計支払（家族割引〔学生〕〔単身赴任〕）における割引額（沖縄県）     

 

 

契 約 種 別         割 引 額 ( 月 額 )              

 
 
 
カ ラ ー 契 約 

 
 
 

395 円 

 普 通 契 約  235 円 

 衛 星 カ ラ ー 契 約  705 円 

 衛 星 普 通 契 約  545 円 
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平 成 1 8 年 度 事 業 計 画 
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１ 計画概説  

平成 18 年度の日本放送協会の事業運営にあたっては、改革・新生

に向けた３か年計画の初年度として、公共放送の原点に立ち返り、

改革を断行し、視聴者の信頼を取り戻して受信料収入の回復を図る。

あわせて、組織及び業務の抜本的な見直し等により経費を削減し、

財政の安定を図り、デジタル時代にふさわしい公共放送としての役

割を果たす。 

事業運営の基本となる放送サービスにおいては、受信料で成り立

つ公共放送として放送の自主自律を堅持し、迅速かつ的確な災害報

道・緊急報道や質の高い番組等、“ＮＨＫだからできる”放送に全力

を注ぐ。 

同時に、放送のデジタル化を進めるとともに、視聴者にとって利

便性の高い、新しい放送サービスの開発に努める。 

受信料の公平負担に向けた取組として、受信料の未払いの方等へ

の対策を強化するとともに、より公平で合理的な受信料体系への改

定を行っていく。あわせて、受信料をお支払いいただいている方へ

の新たな視聴者サービスを実施する。 

また、職員の不正根絶に向けて高い倫理意識を確立し、コンプラ

イアンス（法令遵守）の徹底に努める。 

(1) 地上デジタルテレビジョン放送の視聴可能地域の拡大やサービ
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スの充実に向けた設備の整備を行い、平成 18 年 12 月までにすべ

ての都道府県庁所在地等での視聴を可能とする。なお、平成 23 年

度の地上デジタルテレビジョン放送への完全移行に支障がないよ

う放送設備の整備を計画的に行っていく。 

また、テレビジョン放送、ラジオ放送とも全国あまねく受信で

きるよう、中波放送局の建設及びテレビジョン放送、ＦＭ放送の

受信状況の改善を行うとともに、緊急報道のための設備の整備等

を行う。 

(2) 放送番組については、迅速かつ的確な報道に万全を期し、確か

な指針となるニュースの充実を図る。また、視聴者の要望を番組

制作や編成に積極的に生かすとともに外部の優れた制作者等との

連携も深める等、開かれた公共放送をめざし、人々の共感を呼ぶ

多彩で質の高い番組の放送に努める。 

  また、地上デジタルテレビジョン放送については、ハイビジョ

ン放送を積極的に行うことを中心に、デジタル放送の特性を生か

した多様なサービスを実施し、平成 18 年 12 月までにすべての都

道府県庁所在地等での視聴を可能とし、その普及促進を図る。な

お、平成 18 年４月から 29 都府県で携帯端末向けサービス(ワンセ

グ）を開始し、平成 18 年 12 月までにすべての都道府県庁所在地

等での視聴を可能とする。 
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さらに、教育放送、地域放送及び障害者や高齢者に向けた放送

サービスの充実を図るほか、視聴者の関心の高い国際スポーツイ

ベントの放送番組を編成する。 

(3) 国際交流と相互理解の促進に貢献するとともに、海外の日本人

が必要とするニュース・情報を迅速かつ的確に伝えるため、テレ

ビジョン国際放送及びラジオ国際放送の充実を図る。 

(4) 受信料の公平負担を徹底し、営業活動を強化するとともに、受

信料制度に対する理解促進を図り、受信料収入の確保及び回復に

努める。また、同一生計支払における割引（家族割引）を導入し、

より公平で合理的な受信料体系への改定を行っていく。 

(5) 協会に対する視聴者の理解を促進し信頼を回復するため、広報

活動を積極的に推進するとともに、あらゆる機会を通じて交流・

対話活動を強化し、視聴者の要望の的確な把握と放送や業務運営

への反映に努める。 

(6) 調査研究については、デジタル放送技術の高度化など新しい放

送技術の研究開発を行うとともに、放送番組の向上に寄与する調

査研究の積極的推進により、その成果を放送に生かし、また、広

く一般に公開して、放送文化の発展に資する。 

(7) 給与については要員の削減等により、大幅に減額する。 

(8) 放送法第９条第３項に基づき実施する会館施設等の一般供用、
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賃貸及び放送番組の受託制作等については、協会業務の円滑な遂

行に支障のない範囲内において実施する。 

(9) 地上放送のデジタル化に伴うアナログ周波数変更対策を実施する。 

(10) 信頼される公共放送の構築に向けて、経営委員会については、ガバ

ナンスの強化や透明性の向上を図るとともに、会長以下の執行部につ

いても、引き続きコンプライアンス（法令遵守）に取り組み、適正か

つ効率的な業務運営を徹底するとともに、透明性の高い事業運営を推

進するため、執行体制の改革を行う。 

２ 建設計画 

建設計画については、新放送・衛星放送施設の整備に 47 億 6,500

万円、テレビジョン放送網及びラジオ放送網の整備に 256 億 1,700

万円、放送会館の整備に 85 億円、放送番組設備の整備に 261 億 8,100

万円、研究施設の整備等に 47 億 3,700 万円、総額 698 億円をもって

施行する。 

(1) 新放送・衛星放送施設整備計画 

衛星テレビジョン放送の送出設備の整備など衛星放送設備の整

備等を行う。 

これらに要する経費は、47 億 6,500 万円である。 

(2) テレビジョン放送網整備計画 

地上デジタルテレビジョン放送の視聴可能地域の拡大に向けた
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送信設備の整備を行う。 

また、外国電波混信等による難視聴の解消を図るため、テレビ

ジョン放送の受信状況の改善のための設備の整備を行う。さらに、

老朽の著しいテレビジョン放送設備の更新等を行う｡ 

これらに要する経費は、225 億 5,500 万円である。 

(3) ラジオ放送網整備計画 

外国電波による混信等の受信状況を改善するため、中波放送局

の建設及びＦＭ放送局の建設調査を行う。また、地上デジタル音

声放送（デジタルラジオ）設備の整備を行う。さらに、老朽の著

しいラジオ放送設備の更新等を行う｡ 

これらに要する経費は、30 億 6,200 万円である。 

(4) 放送会館整備計画 

放送会館については、鹿児島及び徳島の放送会館の建設を完了

するとともに、秋田、横浜及び千葉の放送会館の整備等を行う。 

これらに要する経費は、85 億円である。 

(5) 放送番組設備整備計画 

地上デジタルテレビジョン放送の視聴及び携帯端末向けサービ

ス（ワンセグ）の提供可能地域の拡大に向けた送出設備の整備を

行う。 

また、非常災害時における緊急報道のための設備を整備すると
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ともに、ハイビジョン放送のための設備の整備を行う。さらに、

老朽の著しい放送番組設備の更新等を行う。 

これらに要する経費は、261 億 8,100 万円である。 

(6) 研究施設、一般施設整備計画 

新しい放送技術の開発のための研究設備を整備するほか、局舎

設備等の整備を行う。 

これらに要する経費は、12 億 8,600 万円である。 

(7) 建設管理 

建設計画の施行に共通して要する経費は、34 億 5,100 万円であ

る。 

３ 事業運営計画 

(1) 国内放送 

ア 番組関係  

(ｱ) 地上テレビジョン放送 

    総合テレビジョンは、１日 24 時間を基本とした放送時間とし、

基幹的な総合波として国民生活に不可欠なニュース・情報番組、

文化・教養番組及び娯楽番組等の調和ある編成を行う。番組内

容については、平日の夜間に新たな基幹ニュースを設けるとと

もに、柔軟で機動的な編成により多彩な番組を編成し、家族向

けの番組を編成する等、多様な視聴者の要望にこたえていく。
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さらに、大型企画番組の充実を図るとともに、アーカイブス番

組等の一層の活用を図る。また、生命・財産にかかわる非常災

害時や事件・事故の緊急時には、迅速かつ的確な情報の提供を

行う。 

  デジタル総合テレビジョンは、総合テレビジョンと同じ内容

の番組をハイビジョンで同時に放送することを基本とし、複数

の番組を同時に放送するマルチ編成をスポーツ中継等において

随時行う。 

  教育テレビジョンは、１日 21時間を基本とした放送時間とし、

福祉番組、子ども向け番組及び生涯学習番組等の充実を図る。

また、デジタル時代に対応する多様な教育番組を開発する。 

  デジタル教育テレビジョンは、教育テレビジョンと同じ内容

の番組を同時に放送することを基本とし、定時のマルチ編成を

行う。 

(ｲ) 衛星テレビジョン放送 

デジタル衛星ハイビジョンは、１日 21 時間を基本とした放送

時間とし、自然・芸術番組をはじめ、娯楽・スポーツ番組や多

彩な分野の特集番組など、高画質・高音質のハイビジョンの魅

力を発揮した番組やデジタル放送の特性を生かした双方向番組

等を充実し、その普及促進を図る。 
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デジタル衛星第１テレビジョンは、１日 24 時間を基本とした

放送時間とし、世界・日本の出来事をいち早く的確に伝えるニ

ュース・情報番組及び視聴者の関心の高いスポーツ番組やドキ

ュメンタリー番組を一層充実する。 

デジタル衛星第２テレビジョンは、１日 24 時間を基本とした

放送時間とし、難視聴解消を目的とする放送を行うとともに、

豊かで良質な娯楽番組、国内外の名作映画など優れた文化・芸

術番組及び地域に密着した視聴者参加番組等の放送を行う。 

衛星アナログテレビジョン放送においても、衛星デジタルテ

レビジョン放送と同じ内容の番組を同時に放送する。 

(ｳ) ラジオ放送 

ラジオ第１放送は、１日 24 時間を基本とした放送時間とし、

緊急時の迅速かつ的確な報道に努め、聴取者の信頼にこたえる

柔軟な編成を行う。また、ニュース・生活情報を中心に多様な

情報をきめ細かく提供するとともに、インターネットを活用し

て若者が参加できる番組を新設する。 

ラジオ第２放送は、１日 20 時間を基本とした放送時間とし、

語学講座番組等の生涯学習番組の充実を図る。また、外国語に

よるニュース等、在日外国人向けの番組を編成する。 

ＦＭ放送は、１日 24 時間を基本とした放送時間とし、高音質
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の特性を生かした多彩な音楽番組及び貴重な音声素材を活用し

た長時間特集を中心に編成する。また、災害など緊急時には、

ラジオ第１放送と連携して機動的な編成を行う等、地域向けの

メディアとしてきめ細かな情報を提供する。 

地上デジタル音声放送（デジタルラジオ）については、必要

な制度整備を待って、平成 18 年中に東京及び大阪で本放送の開

始を予定し、高音質放送をはじめ、マルチ編成や文字・静止画

を使用したデータ放送等、デジタル放送の特性を生かした番組

を提供する。 

(ｴ) 地域放送 

各地域の特性や要望に応じ、平日夕方の生活情報番組の充実

や夜間の視聴好適時間に特集番組を放送する等、全国一律では

ない多様な地域放送を推進する。また、優れた地域放送番組の

積極的な全国発信に努める。放送時間は、総合テレビジョンで

１日３時間、ラジオ第１放送で１日２時間 30 分、ＦＭ放送で１

日１時間 50 分を基本とする。 

さらに、平成 18 年 12 月までにすべての都道府県庁所在地等

において地上デジタルテレビジョン放送の視聴を可能とし、デ

ジタル総合テレビジョンにおいては、地域向け番組と全国向け

番組を同時に放送するマルチ編成等を随時行う。 
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(ｵ) 補完放送等 

    補完放送については、デジタル総合テレビジョンのデータ放

送では、地域と全国のニュース・気象情報やきめ細かな地域生

活情報等を提供するとともに、デジタル教育テレビジョンのデ

ータ放送では、健康や教育など波の特性を生かした情報を提供

する。また、衛星デジタルテレビジョンのデータ放送では、ニ

ュース・気象情報等の提供や双方向機能の活用など、番組と連

動したサービスを行う。聴覚障害者や高齢者向けの字幕放送は、

テレビジョン放送の一部の番組で行い、放送時間の拡充を図る。

また、視覚障害者向けの解説放送、ステレオ放送及び２か国語

放送をテレビジョン放送の一部の番組で行う。このほか、テレ

ビジョン文字放送及びＦＭ文字放送において、ニュース等の各

種情報を提供する。携帯端末向けサービス（ワンセグ）は、地

上デジタルテレビジョン放送において、総合及び教育テレビジ

ョン放送と同じ内容の番組を同時に提供するとともに、データ

放送サービスを提供する。 

インターネットによるサービスについては、放送番組の周知

や災害関連情報の提供等を行うほか、放送番組を補完するサー

ビスとして、ニュース・気象等の放送番組の二次利用による情

報や教育分野等の放送番組の関連情報を提供する。 
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放送番組の提供については、国内外の放送事業者等への提供

を通じて、協会が保有する映像資産等の多角的展開を行い、多

様な媒体や伝送路を活用した社会還元や海外への情報提供を行

う。 

放送番組の利用については、番組の効果的な編成にあわせ、

学校教育の場や生涯学習活動への利用促進を図る。 

これら番組関係に要する経費は、番組制作に 1,839 億 1,647

万 9 千円、番組の編成企画等に 156 億 2,436 万 6 千円で､総額

1,995 億 4,084 万 5 千円である。 

イ 技術関係 

放送施設の運用維持については、良好な電波送信の安定確保

に努めるとともに、地上デジタルテレビジョン放送の拡充等に

伴う設備の増加に対処し、効率的な保守運用を図る。 

これら技術関係に要する経費は、総額 553 億 9,177 万 4 千円

である。 

以上により､国内放送費総額は、2,549 億 3,261 万 9 千円となり、

放送設備の効率的な保守運用及び効率的な番組制作の推進等によ

り、前年度 2,752 億 1,469 万 4 千円に対して､202 億 8,207 万 5 千円

の減額となる。 

(2) 国際放送 
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諸外国へ日本の実情を伝え、経済・文化交流と相互理解の一層

の促進に貢献するとともに、海外の日本人が必要とするニュー

ス・情報を迅速かつ的確に伝えるため、テレビジョン国際放送及

びラジオ国際放送を実施する。 

テレビジョン国際放送については、１日 24 時間の放送時間とし､

日本・アジアの情報を深く掘り下げ、外国人視聴者に分かりやす

く伝えるニュース・情報番組の新設や英語による情報発信の充実

に努めるとともに、海外での安全に役立つ情報を的確に伝える。

このほか､北米及び欧州向けの放送をそれぞれ１日６時間程度の放

送時間で実施する。 

ラジオ国際放送については、１日延べ 65 時間の放送時間とし、    

一般向け放送においては、日本・世界の最新の動向及び海外での

安全に役立つ情報を的確に伝えるニュース・情報番組の充実や国

際理解を促進する番組の充実を図る。また、地域向け放送におい

ては、日本・世界の最新の動向を伝える情報番組を充実する。 

これらに要する経費は、総額 71 億 7,128 万 8 千円となり、効率

的な番組制作の推進により､前年度75億 7,206万 7千円に対して、

4 億 77 万 9 千円の減額となる。 

(3) 契約収納 

受信料の公平負担を徹底し、支払拒否・保留の方への支払再開
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の促進や契約開発等の営業活動を強化するとともに、受信料制度

に対する理解促進を図り、受信料収入の確保及び回復に努める。

なお、受信料未払いの方に対しては、これまでと同様に訪問や文

書等により受信料制度の意義を十分に説明し、ご理解を求め、受

信料をお支払いいただくよう努めていく。こうした努力を重ねて

もなお、お支払いいただけない場合の最後の方法として、放送法

を遵守する立場から、平成 18 年４月以降準備ができ次第、民事手

続きによる支払督促の申立てを実施する。また、同一生計支払に

おける割引（家族割引）を導入し、より公平で合理的な受信料体

系への改定を行っていく。 

これらに要する経費は、総額 597 億 2,746 万円となり、契約収

納手数料の減等により、前年度 640 億 2,236 万 8 千円に対して、

42 億 9,490 万 8 千円の減額となる。 

(4) 受信対策 

受信障害の複雑化、広域化など受信環境の変化に即応した受信

サービス活動を展開するとともに、デジタルテレビジョン放送の

受信を促進するための積極的な普及活動を行う。 

これらに要する経費は、総額 19 億 2,258 万 2 千円となり、受信

対策業務の見直し等により、前年度 22億 1,421 万 1千円に対して、

2 億 9,162 万 9 千円の減額となる。 
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(5) 広  報  

多様で効果的な経営広報を展開し、信頼回復及び公共放送の理

解促進に向けた活動を推進するとともに、あらゆる機会を通じて

交流・対話活動を強化し、視聴者の要望の的確な把握と放送及び

業務運営への反映に努める。また、デジタルテレビジョン放送の

発展に向け、その普及促進を図る。 

これらに要する経費は、総額 34 億 2,443 万 1 千円となり､効率

的な広報活動の実施により、前年度42億 6,971万 9千円に対して、

8 億 4,528 万 8 千円の減額となる。 

(6) 調査研究 

放送技術の研究については、サーバー型放送サービスなど放送

と通信の連携のための研究開発を行うとともに、スーパーハイビ

ジョン（走査線 4,000 本級超高精細映像システム）など未来の映

像文化の発展のための研究開発等を行う。 

放送番組の研究については､今後の公共放送のあり方に関する

研究など放送番組の向上に寄与する調査研究を行うとともに､番

組視聴状況調査を実施する等､視聴者意向の的確な把握を行う。 

これらに要する経費は、総額 72 億 1,194 万 2 千円となり、「愛・

地球博」での展示機器の研究開発の終了等により、前年度 90 億

7,199 万 2 千円に対して、18 億 6,005 万円の減額となる。 
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(7) 給  与 

給与については、平成 20 年度までの３か年で、要員数を 1,200

人純減することを前提に、年度内 385 人の純減を見込むとともに、

平成 17 年度実施の給与カットを同規模で継続するほか、給与全般

において一層の見直しを行う。また、経営委員報酬の更なる削減

を行う。 

これらにより、給与総額は、1,341 億 9,990 万 1 千円となり、

前年度 1,383 億 1,999 万 1 千円に対して、41 億 2,009 万円の減額

となる。 

(8) 退職手当及び福利厚生 

退職手当及び福利厚生については、退職給付費の減等により、

総額 520 億 7,627 万 2 千円となり、前年度 572 億 4,980 万 1 千円

に対して、51 億 7,352 万 9 千円の減額となる。 

(9) 共通管理 

共通管理については、効率的な業務の推進等により、総額 118

億 976 万 5 千円となり、前年度 136 億 9,301 万 2 千円に対して、

18 億 8,324 万 7 千円の減額となる。 

(10) 受託業務等 

受託業務等については、会館施設等の一般供用、賃貸及び放送

番組の受託制作等を行う。 
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これらに係る収入は 9 億 5,400 万円、支出は 8 億 1,600 万円で

ある。 

(11) アナログ周波数変更対策 

地上放送のデジタル化に伴うアナログ周波数変更対策を実施する。 

これに係る収入は特別収入 15 億円、支出は特別支出 15 億円であ

る。 

(12) 信頼される公共放送のための経営の改革 

信頼される公共放送の構築に向けて、経営委員会については、執

行部に対する目標管理・業績評価を導入するとともに、会長、理

事のほか各部局等へのヒアリングを行う等、執行部の事業運営に

対する監督を強化する。あわせて、発言者名を記載する等の議事

録の詳細化や経営委員会ホームページの充実など公開性及び透明

性の向上を図る。 

執行部については、視聴者の意向を一層事業運営に反映させる

ため「ＮＨＫ“約束”評価委員会」の評価を積極的に活用するこ

とのほか、理事会の議事録の充実・公開など、経営情報の公開を

進め、透明性の高い事業運営を推進する。また、内部統制に関す

る専門性を持つ弁護士、公認会計士で構成する「ＮＨＫ業務点検・

経理適正化委員会」から内部統制に関する評価について定期的な

報告を受け、コンプライアンス（法令遵守）の推進に不断に取り
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組む等、適正かつ効率的な業務運営を徹底する。 
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４ 受信契約件数           
 

 (1) カラー契約         
 

  ア 有料契約見込件数         
 

区        分 平成 18 年度 平成 17 年度 増        減 

年度初頭契約件数          23,467,000 23,980,000 △  513,000

年度内新規契約件数 1,878,000 1,368,000 510,000

年 度 内 解 約 件 数          2,081,000 1,881,000 200,000

年度内増加契約件数 △  203,000 △  513,000 310,000

 

 

  イ 受信料免除見込件数         
 

区        分 平成 18 年度 平成 17 年度 増        減 

年度初頭免除件数          1,226,000 1,196,000 30,000

年度内新規免除件数 86,000 88,000 △    2,000

年 度 内 解 約 件 数          58,000 58,000 0

年度内増加免除件数 28,000 30,000 △    2,000

 

 

 (2) 普通契約         
 

  ア 有料契約見込件数         
 

区        分 平成 18 年度 平成 17 年度 増        減 

年度初頭契約件数          332,000 349,000 △   17,000

年度内新規契約件数 0 0 0

年 度 内 解 約 件 数          47,000 17,000 30,000

年度内増加契約件数 △   47,000 △   17,000 △   30,000
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  イ 受信料免除見込件数         
 

区        分 平成 18 年度 平成 17 年度 増        減 

年度初頭免除件数          36,000 37,000 △   1,000

年度内新規免除件数 2,000 2,000 0

年 度 内 解 約 件 数          3,000 3,000 0

年度内増加免除件数 △   1,000 △   1,000 0

 

 

 (3) 衛星カラー契約         
 

  ア 有料契約見込件数         
 

区        分 平成 18 年度 平成 17 年度 増        減 

年度初頭契約件数          12,437,000 12,254,000 183,000

年度内新規契約件数 852,000 652,000 200,000

年 度 内 解 約 件 数          499,000 469,000 30,000

年度内増加契約件数 353,000 183,000 170,000

 

 

  イ 受信料免除見込件数         
 

区        分 平成 18 年度 平成 17 年度 増        減 

年度初頭免除件数          76,000 70,000 6,000

年度内新規免除件数 9,000 9,000 0

年 度 内 解 約 件 数          4,000 3,000 1,000

年度内増加免除件数 5,000 6,000 △   1,000
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 (4) 衛星普通契約         
 

  有料契約見込件数         
 

区        分 平成 18 年度 平成 17 年度 増        減 

年度初頭契約件数          23,000 26,000 △   3,000

年度内新規契約件数 0 0 0

年 度 内 解 約 件 数          3,000 3,000 0

年度内増加契約件数 △   3,000 △   3,000 0

 

 

 (5) 特別契約         
 

  有料契約見込件数         
 

区        分 平成 18 年度 平成 17 年度 増        減 

年度初頭契約件数          9,000 9,000 0

年度内新規契約件数 0 0 0

年 度 内 解 約 件 数          0 0 0

年度内増加契約件数 0 0 0
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(参考１)  
 
     有料契約見込総数 
 

区     分 カラー契約 普通契約 衛      星
カラー契約

衛    星 
普通契約 特別契約 合   計 

年 度 初 頭 
契 約 件 数 23,467,000 332,000 12,437,000 23,000 9,000 36,268,000

年 度 内 増 加 
契 約 件 数 △ 203,000 △  47,000 353,000 △   3,000 0 100,000

年 度 末 
契 約 件 数 23,264,000 285,000 12,790,000 20,000 9,000 36,368,000

 
     上記のうち沖縄県の区域における受信契約件数 
 

区     分 カラー契約 普通契約 衛      星 
カラー契約 合   計 

年 度 初 頭 
契 約 件 数 238,000 5,000 64,000 307,000

年 度 内 増 加 
契 約 件 数 3,000 △    1,000 2,000 4,000

年 度 末 
契 約 件 数 241,000 4,000 66,000 311,000
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(参考２) 

 
     支払区分別受信契約件数 
 

(1) カラー契約 

 

区       分 口 座 振 替 継 続 振 込
クレジットカード

継 続 払
訪 問 集 金 合       計

年度初頭契約件数          17,374,000 847,000 0 5,246,000 23,467,000

年度内増加契約件数 △  633,000 150,000 450,000 △  170,000 △  203,000

年 度 末 契 約 件 数          16,741,000 997,000 450,000 5,076,000 23,264,000

 

     上記のうち沖縄県の区域における受信契約件数 

 

区       分 口 座 振 替 継 続 振 込
クレジットカード

継 続 払
訪 問 集 金 合       計

年度初頭契約件数          67,000 4,000 0 167,000 238,000

年度内増加契約件数 0 0 1,000 2,000 3,000

年 度 末 契 約 件 数          67,000 4,000 1,000 169,000 241,000

 

 

(2) 普通契約 

 

区       分 口 座 振 替 継 続 振 込 訪 問 集 金 合       計 

年度初頭契約件数          227,000 13,000 92,000 332,000

年度内増加契約件数 △   17,000 0 △   30,000 △   47,000

年 度 末 契 約 件 数          210,000 13,000 62,000 285,000

 

     上記のうち沖縄県の区域における受信契約件数 

 

区       分 訪 問 集 金 合       計 

年度初頭契約件数          5,000 5,000

年度内増加契約件数 △    1,000 △    1,000

年 度 末 契 約 件 数          4,000 4,000
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  (3) 衛星カラー契約 

 

区       分 口 座 振 替 継 続 振 込
クレジットカード

継 続 払
訪 問 集 金 合       計

年度初頭契約件数          9,396,000 1,863,000 0 1,178,000 12,437,000

年度内増加契約件数 △   47,000 250,000 250,000 △  100,000 353,000

年 度 末 契 約 件 数          9,349,000 2,113,000 250,000 1,078,000 12,790,000

 

     上記のうち沖縄県の区域における受信契約件数 

 

区       分 口 座 振 替 継 続 振 込 訪 問 集 金 合       計 

年度初頭契約件数          40,000 3,000 21,000 64,000

年度内増加契約件数 1,000 0 1,000 2,000

年 度 末 契 約 件 数          41,000 3,000 22,000 66,000

 

 

(4) 衛星普通契約 

 

区       分 口 座 振 替 継 続 振 込 訪 問 集 金 合       計 

年度初頭契約件数          17,000 1,000 5,000 23,000

年度内増加契約件数 △    3,000 0 0 △    3,000

年 度 末 契 約 件 数          14,000 1,000 5,000 20,000

 

 

  (5) 特別契約 

 

区       分 口 座 振 替 継 続 振 込 合       計 

年度初頭契約件数          4,000 5,000 9,000

年度内増加契約件数 0 0 0

年 度 末 契 約 件 数          4,000 5,000 9,000
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５ 要員計画     

 

区           分 要     員     数 

事 業 運 営 関 係                        11,451 人 

建 設 関 係                                191 

合           計              11,642 

 

組織や業務の抜本的な見直しにより、平成

20 年度までの３か年で、1,200 人の純減を図

ることを前提に、年度内 385 人の純減を見込

んだものである。 
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平 成 1 8 年 度 資 金 計 画 
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１ 資金計画の概要 

平成 18 年度収支予算及び事業計画に基づく本年度の資金計画

は、受信料等による入金総額 6,517 億 9,728 万 2 千円、事業経

費、建設経費、長期借入金の返還等による出金総額 6,550 億 4,092

万 1 千円をもって施行する。 

２ 入金の部 

受信料については、受信料収入予算 5,940 億 2,906 万 3 千円

か ら 年 度 内 に 収 納 に 至 ら な い も の を 控 除 し た 受 信 料 収 納 額

5,915 億 906 万 3 千円を予定する。 

このほか、固定資産売却代金 85 億 6,224 万 6 千円、国際放送

関係など交付金収入 22 億 7,182 万 4 千円、有価証券の償還 281

億 5,000 万円、受取利息その他の入金 213 億 414 万 9 千円を見

込む。 

以上により入金額は、総額 6,517 億 9,728 万 2 千円である。 

３ 出金の部   

事業経費 5,308 億 4,191 万 4 千円、建設経費 698 億円、長期

借入金の返還 33 億 6,900 万円、放送債券償還積立資産への繰入

れ 26 億円、有価証券の購入 281 億 5,000 万円、支払利息その他

の出金 202 億 8,000 万 7 千円を合わせ出金額は、総額 6,550 億

4,092 万 1 千円である。 
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 （参考） 資金の需要及び調達の四半期別見込は、下表のとおりで                              

ある。                                 

                                                                               （単位  千円） 

区   分 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 合  計 

１ 前 期 末 資 金 有 高 59,124,000 98,215,727 68,385,202 93,199,443 － 

２ 入           金 221,531,995 114,340,999 199,291,601 116,632,687 651,797,282

   受  信  料 198,408,251 104,172,738 187,696,176 101,231,898 591,509,063

   固定資産売却代金 445,237 1,735,160 2,837,743 3,544,106 8,562,246

   交 付 金 収 入 567,955 567,955 567,955 567,959 2,271,824

   有 価 証 券 償 還 15,250,000 5,100,000 2,800,000 5,000,000 28,150,000

   
受取利息その他の 

入金 
6,860,552 2,765,146 5,389,727 6,288,724 21,304,149

３ 出          金 182,440,268 144,171,524 174,477,360 153,951,769 655,040,921

   事  業  経  費 155,115,496 116,518,401 143,209,246 115,998,771 530,841,914

   建 設 経 費 14,739,303 13,980,179 18,393,429 22,687,089 69,800,000

   長期借入金返還 3,369,000 0 0 0 3,369,000

   
放送債券償還積立

資産繰入れ 
0 0 0 2,600,000 2,600,000

   有 価 証 券 購 入 5,200,000 7,800,000 7,800,000 7,350,000 28,150,000

   
支払利息その他の

出金 
4,016,469 5,872,944 5,074,685 5,315,909 20,280,007

４ 期 末 資 金 有 高 98,215,727 68,385,202 93,199,443 55,880,361 － 
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